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６　　事　務　執　行　概　要
令和元年の大阪経済は、緩やかな回復基調にあったが、年後半に失速し、10月の消費税率引き上げ後には大きく落ち込んだ。一方、生産はおおむね堅調な動きとなった。完全失業率は低い水準で推移し、就業者数が増加するなど、雇用は引き続き堅調に推移したが、年度末にかけては、新型コロナウイルス感染症の影響もあり消費、輸出は減少した。また、有効求人倍率は低下しており、感染症が雇用に与える影響に、より一層注意する必要がある。
商工労働部では、こうした経済・雇用情勢を踏まえ、また、大阪府中小企業振興基本条例の趣旨も踏まえつつ、国や市町村、経済団体や金融機関、支援機関等と連携しながら「中小企業支援機能の強化」、「第４次産業革命等への対応と成長機会の創出、国内外の企業誘致・立地促進」、「健康・医療関連産業の世界的なクラスター形成」、「多様な人材の活躍支援」に取り組んだ。
○　「中小企業支援機能の強化」については、「大阪産業局による中小企業支援サービスの充実・提供」、「海外ビジネス支援」、「創業・スタートアップ支援」、「事業承継支援」、「商店街振興」、「ものづくり中小企業支援」や「中小企業への円滑な資金供給等」等に取り組んだ。
・「大阪産業局による中小企業支援サービスの充実・提供」については、平成31年４月に発足した府市の中小企業支援団体である大阪産業局が、オール大阪の支援機関として中小企業が直面する課題に対応できるよう、各種相談機能をワンストップ化して利用企業の利便性向上を図ったほか、令和３年度の本格実施に向けて、国際ビジネス支援関連事業など、段階的な事業移管を実施した。
・「海外ビジネス支援」については、経済成長著しいアジアなど、府内企業とビジネスチャンスが見込める地域を対象に大阪産業・経済のグローバル化を促進するため、企業ミッション団の派遣、海外企業の大阪への招聘、海外見本市への出展支援等の実施や大阪外国企業誘致センター（O-BIC）を活用した海外企業の進出促進等を行った。
・「創業・スタートアップ支援」については、次代の産業を担うスタートアップを次々と生み育てていくため、関係団体との連携を強化し、オール大阪でのグローバルなスタートアップ・エコシステムの形成に取り組んでいる。令和元年10月には、「大阪スタートアップ・エコシステムコンソーシアム」を設置し、さらに令和2年2月に京阪神連携により、国に対して「スタートアップ・エコシステム拠点形成計画」を提出した。
・「事業承継支援」については、商工会・商工会議所や金融機関等の支援機関、国・市町村などと連携し、大阪産業局とともに集中的に取り組み、事業承継診断や事業承継セミナー等を実施するとともに、事業承継計画の策定支援など、伴走型支援を行った。また、若手後継者を対象としたセミナーやアイデアソンイベント等により、若手後継者による新事業展開支援を促進した。
・「商店街振興」については、地域で持続可能な先導的モデルの創出に向けて、市町村や商店街等と連携しながら、府内９か所で事業を実施した。また、成果・ノウハウの普及に向けて、これまで創出した先導的モデルや国・他県等の先進事例を発信した。
・「ものづくり中小企業支援」については、（地独）大阪産業技術研究所が行う技術支援や成長産業分野の研究開発、顧客サービス向上に向けた取組みを支援した。また、MOBIOの機能強化と国内外に向けた情報発信を通じ、府内ものづくり企業のブランド力向上に取り組んだ。
・「中小企業への円滑な資金供給等」については、新型コロナウイルス感染症拡大により経営に影響を受けている府内中小企業者の資金繰り支援を行った。また、中小企業支援施策の効果的な浸透を図るため、新たに３つの金融機関の職員向けに中小企業支援施策説明会の実施等を行った。
· 「第４次産業革命等への対応と成長機会の創出、国内外の企業誘致・立地促進」については、「蓄電池、水素・燃料電池関連の取組」、「SDGs、社会課題解決ビジネスの取組」、「デジタル経済の進展にも対応したAI・IoT関連の取組」、「国内外の企業誘致・立地促進」等に取り組んだ。
　・「蓄電池、水素・燃料電池関連の取組」については、「おおさかスマエネインダストリーネットワーク」(SIN)への中小企業の加入を促進し、大手・中堅企業による「大阪スマートエネルギーパートナーズ」(SEP)とSIN参画企業とのマッチングを推進した。また、蓄電池分野では、バッテリー戦略推進センターにおける中小企業等からの相談対応や、電池を活用した製品等の開発・実証の経費補助等を行った。水素・燃料電池分野では、大阪・関西万博で展開したい水素利活用策についての提案書案の作成や、FCフォークリフト導入への補助を行った。
　・「SDGs、社会課題解決ビジネスの取組」については、SDGsビジネスへの新規参入や事業拡大を促進するため、先進的なSDGsビジネスを紹介するセミナーや、SDGsビジネスに取り組む府内企業とスポンサー（協業者、支援者）とのマッチングイベント「SDGsビジネスMeet-Up」等を開催した。
　・「デジタル経済の進展にも対応したAI・IoT関連の取組」については、生産性向上に向けたAI・IoT等の導入を促進するとともに、日々の業務でお困りごとを抱える府内中小企業と、データやデジタル技術を活用して解決策を提案できる企業をつなぐプラットフォーム「大阪府DX推進パートナーズ」を立ち上げた。また、大阪市・大阪商工会議所とともに設置している「実証事業推進チーム大阪」による支援等を実施した。
　・「国内外の企業誘致・立地促進」については、立地優遇制度の活用やプロモーション活動により企業立地を促進した。また、海外政府機関等と覚書等を締結し、大阪への投資促進に向けた協力関係の構築を図った。
○「健康・医療関連産業の世界的なクラスター形成」については、創薬・ライフサイエンスをコンセプトとする「彩都」に続き、新たに健康・医療をコンセプトとする「北大阪健康医療都市（健都）」、再生医療をベースに未来医療の産業化や、国内外の難病患者等への未来医療の提供による国際貢献を推進する「中之島」といったそれぞれ特色のある拠点形成に向けた取組みや、府内中小企業に対する健康・医療関連産業への参入促進の取組みを実施した。

・「健都」については、国立健康・栄養研究所の円滑な移転や健都内外の関係機関との連携体制（コーディネート機能）の構築に向けた協議・調整の実施、健都イノベーションパークへの企業誘致活動等を行った。
・中之島については、未来医療国際拠点の形成に向けた取組みを進めるために、民間事業者21者とともに出捐し、拠点全体をオーガナイズする（一財）未来医療推進機構を令和元年11月に設立した。
・「彩都」については、拠点性向上のため、ベンチャー企業等に対する研究開発支援や彩都内外の企業・研究機関間の人的交流の促進等を行った。
・「健康・医療関連産業への参入促進」については、HBNetの自立運営に向けた試行運用を実施した他、PMDA関西支部の利用促進等を行った。
· 「多様な人材の活躍支援」については、「就業支援」、「働き方改革」、「産業界のニーズに応じた人材育成」や「外国人材の活躍支援」等に取り組んだ。
　・「就業支援」については、OSAKAしごとフィールドを軸に、ハローワークとの一体的実施など、国や市町村と連携し、女性、若者、障がい者、LGBT等性的マイノリティの方など多様な人材の就業を支援した。また、中小企業人材支援センターによる採用・定着支援や、障がい者の雇用促進、学生の流出防止、企業の成長を担うプロ人材の採用支援等を実施し、大阪産業を支える中小企業の人材確保支援に取り組んだ。
　・「働き方改革」については、働き方改革関連法の施行を踏まえ、大阪労働局や経済団体・労働団体と連携した「ノー残業デー、ワーク・ライフ・バランス推進月間」の周知啓発並びに労働者や事業主等に対する労働相談等を行った。
　・「産業界のニーズに応じた人材育成」については、産業人材育成拠点である府立高等職業技術専門校や民間企業等が行う認定職業訓練等においてAI・IoT関連産業の技術動向等を踏まえた人材育成を行った。また、障がい者や離職者、ひとり親家庭の親等就職困難者への職業訓練を実施した。
　・「外国人材の活躍支援」については、多くの外国人材が大阪でいきいきと働くことができるよう、府内中堅・中小企業における外国人留学生の採用・定着支援を進めるとともに、企業の外国人材ニーズに対応した施策検討を部内横断的に実施した。
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